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　令和７年度全国労働衛生週間は１０月１日から１０月７日までを本週間(９月１日から９月３０
日までを準備期間)とし、取り組みを展開します。全国労働衛生週間の趣旨は以下のとおり示され
ておりますので、各事業場におかれましては、積極的な取り組みをお願いいたします。

令和７年度全国労働衛生週間実施要綱（抜粋)　
　＊　趣　旨
　全国労働衛生週間は、昭和２５年の第１回実施以来、今年で第７６回を迎えます。この間、全国
労働衛生週間は、国民の労働衛生に関する意識を高揚させ、事業場における自主的労働衛生管理活
動を通じた労働者の健康確保に大きな役割を果たしてきたところです。
　労働者の健康をめぐる状況については、高齢化の進行により、一般健康診断の有所見率が上昇を
続けているほか、何らかの疾病を抱えながら働いている労働者が増加するとともに、女性の就業率
が上昇し、働く女性の健康問題への対応も課題となっています。このほか、業務上疾病は引き続き
高い発生件数で推移しており、熱中症や腰痛など、気候変動、高齢化等の要因による業務上疾病の
発生が増加している傾向にあります。こうした労働環境を取り巻く変化に対応し、あらゆる労働者
が健康に働き続けるためには、職場における健康管理はもとより、女性の健康への対応、治療と仕
事の両立支援、高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境づくりの推進が重要です。
　他方、業務災害に係る過労死等事案の労災認定件数は、令和６年度には１,２９６件となってお
り、引き続き過労死等を防止するためには、働き方改革の推進と相まって、長時間労働による健康
障害の防止対策の推進が必要です。

― 令和７年度　全国労働衛生週間の実施について―
スローガン「ワーク・ライフ・バランスに意識を向けて ストレスチェックで健康職場」

　また、業務災害に係る過労死等事案の労災認定件数のうち、業務災害に係る精神障害による労災
認定件数は令和６年度には１,０５５件と過去最多となっており、職場におけるメンタルヘルス対
策の取組の一層の促進が必要となっています。
　特に、小規模事業場におけるメンタルヘルス対策を含めた労働者の健康確保や取組の推進が重要
であります。
　化学物質による健康障害防止については、国が行う化学品の危険性・有害性の分類（GHS分類）
の結果、危険性・有害性があると区分された全ての化学物質を対象として、事業者がリスクアセス
メントを実施し、その結果に基づき、ばく露防止措置を適切に実施する制度（自律的管理）が令和
６年度に全面的に施行されています。今後も対象となる化学物質の数は順次拡大し、幅広い業種で
対応が必要になることから、引き続き自律的管理の定着・推進に向けた取組が必要です。
　また、職業がんの労災補償の新規支給決定者は、石綿による中皮腫・肺がんを中心に年間約１,
０００人にも及ぶところ、石綿の製造・使用等が禁止される前に石綿含有建材を用いて建設された
建築物が今なお多数現存しています。その解体工事が２０３０年頃をピークとして、増加が見込ま
れる中、解体・改修前に義務付けられている石綿の有無に関する事前調査や石綿の発散防止措置が
適切に講じられていない事例が散見されたことを踏まえ、一定の建築物や工作物などの解体・改修
工事については、資格者による事前調査や、石綿事前調査結果報告システムを用いた報告の義務化
など、石綿によるばく露防止対策の強化を進めています。
　このような状況を踏まえ、第１４次労働災害防止計画（以下､「１４次防」という｡）において、
令和５年度より「自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発」や「労働者（中高年齢の女性
を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進」、「労働者の健康確保対策の推進」、
「化学物質等による健康障害防止対策の推進」等合計８つの重点を定め、労働災害防止対策を進め
ており、今年度で３年目を迎えます。
　これらに加え、令和７年５月に公布された労働安全衛生法等の改正法により、労働者数５０人未
満の小規模事業場に対してストレスチェックの実施が義務付けられました（施行日は公布後３年以
内に政令で定める日）。また、危険性・有害性情報の通知義務（SDSの交付等の義務）に罰則を設
けることや、個人ばく露測定を作業環境測定として位置づけ、作業環境測定士に実施させること等
も新たに規定されています。
　さらに、令和７年６月に公布された労働施策総合推進法の改正法により、治療と仕事の両立支援
のための必要な措置を講じることが事業主の努力義務とされました（施行日は令和８年４月１
日）。
　また、職場における熱中症による死亡者数が３年連続で３０人を超えている状況等を踏まえ、熱
中症による死亡災害の減少に向けて、熱中症のおそれがある作業者を早期に発見するための体制整
備、熱中症の重篤化を防止するための措置手順の作成、これらの体制や手順の関係作業者への周知
を内容として労働安全衛生規則を改正し、令和７年６月１日に施行されたところであります。
　こうした背景を踏まえ、今年度は、

「ワーク･ライフ･バランスに意識を向けて ストレスチェックで健康職場」
　をスローガンとして全国労働衛生週間を展開し、事業場における労働衛生意識の高揚を図るとと
もに、自主的な労働衛生管理活動の一層の促進を図ることとします。
　＊　期　間　
　１０月１日から１０月７日まで。（９月１日から９月３０日までを準備期間）　
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池袋労働基準監督署からのお知らせ

3

【令和６年４月～令和７年３月までの監督指導結果のポイント】
⑴ 監督指導の実施事業場:　　　　　　　　　　　　　２６,５１２ 事業場
⑵ 主な違反内容［（１）のうち、法令違反があり、是正勧告書を交付した事業場］
　 ①違法な時間外労働があったもの 　　　　　　　　　１１,２３０ 事業場 （４２.４％）
　　 うち、時間外・休日労働の実績が最も長い労働者の時間数が
　　　　　月８０時間を超えるもの:　　　　　　　　　　　５,４６４ 事業場 （４８.７％）
　　　　　うち、月１００時間を超えるもの:　　　　　　　　 ３,１９１ 事業場 （２８.４％）
　　　　　うち、月１５０時間を超えるもの:　　　　　　　　　６５３ 事業場 （５.８％）
　　　　　うち、月２００時間を超えるもの:　　　　　　　　　１２４ 事業場 （１.１％)
　 ② 賃金不払残業があったもの:　　　　　　　　　　   ２,１１８ 事業場 （８.０％）
　 ③ 過重労働による健康障害防止措置が未実施のもの:　 ５,６９１ 事業場 （２１.５％）
⑶ 主な健康障害防止に関する指導の状況［（１）のうち、健康障害防止のため指導票を交付
　 した事業場］
　 ① 過重労働による健康障害防止措置が不十分なため改善を指導したもの:
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２,８９０ 事業場 （４８.６％）
　 ② 労働時間の把握が不適正なため指導したもの:　　　４,０１６ 事業場 （１５.１％）

《監督指導において違法な長時間労働を認めた事例》
事例１（娯楽業）

立入調査で把握した事実
① スポーツ施設を運営する事業場（労働者約30人）に立入調査を実施した。
② 新規に施設の運営を開始したことによる業務繁忙と人手不足のため、正社員３人について、
　３６協定で定めた上限時間（特別条項：月８０時間）を超え、かつ労働基準法に定められた時
　間外･休日労働の上限（月１００時間未満、複数月平均８０時間以内）を超える、最長で１か月
　当たり259時間の違法な時間外・休日労働が認められた。

労働基準監督署の指導
◆ 長時間にわたる違法な時間外・休日労働を行わせたこと
・36協定で定めた上限時間を超えて時間外労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第32条違反）
・労働基準法に定められた上限時間を超えて時間外・休日労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第36条第6項違反）
・時間外・休日労働時間を１か月当たり80時間以内とするための具体的方策を検討・実施するよ
　う指導

長時間労働是正の取組
◆ 人員を拡充するとともに、衛生委員会による定期的な確認を実施
・管理者が部下の労働時間の状況を日々点検し、労働時間管理を徹底
・正社員が施設の営業時間中は利用者対応、営業時間外にその他の業務を行って長時間労働となっ
　ていたことから、運営体制を見直し、パートタイム労働者を大幅に増員。パート労働者が利用
　者対応をするために、新たにマニュアルを作成するなど正社員の負担を軽減
・衛生委員会を新たに設け、事業場内の長時間労働の状況について定期的に確認
　→ 取組の結果、時間外・休日労働時間数は最長でも月３０時間未満に減少

事例２（警備業）　
立入調査で把握した事実
① 警備業の事業場（労働者約４０人）において、警備職の労働者が、長時間労働が原因で精神障
　害を発症したとして労災請求がなされたため、立入調査を実施した。
② 当該労働者の勤務状況を確認したところ、同僚の退職や休職による人手不足のため、３６協定
　で定めた上限時間（月９０時間）を超え、かつ労働基準法に定められた時間外・休日労働（月
　１００時間未満、複数月平均８０時間以内）を超える、最長で１か月当たり１３１時間の違法
　な時間外・休日労働が認められた。

労働基準監督署の指導
◆ 長時間にわたる違法な時間外・休日労働を行わせたこと
・３６協定で定めた上限時間を超えて時間外労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第３２条違反）
・労働基準法に定められた上限時間を超えて時間外・休日労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第３６条第６項違反 )
・時間外・休日労働時間を１か月当たり８０時間以内とするための具体的方策を検討・実施するよ
　う指導

長時間労働是正の取組
◆ 体制の拡充と長期的な再発防止のための取組を実施
・経験豊富な社員を当該事業場に異動させたほか、定年退職した元社員を再雇用し、一人当たりの
　業務負担を軽減。さらに、組織の一部を統合し、事業所間での応援に要する手続や業務の重複
　を解消したことで、より柔軟な応援体制を構築・採用担当者を増やし、学校等への求人訪問や
　企業説明会の実施を拡充することにより、企業全体で社員数を増員
　→ 取組の結果、当該労働者の時間外・休日労働時間数は月４５時間未満に減少

事例３（卸売業）　
立入調査で把握した事実
① 卸売業の事業場（労働者約300人）に立入調査を実施した。
② 労働者１人について、３６協定で定めた上限時間（月７５時間）を超え、かつ労働基準法に定
　められた時間外・休日労働の上限（月１００時間未満、複数月平均８０時間以内）を超える、
　最長で１か月当たり１２７時間の違法な時間外・休日労働が認められた。

③ また、勤怠管理システム上の残業申請の時間と、出社・退社時に行う ICカードの打刻記録と
　の間に、長い者で１日当たり３時間程度の乖離が発生しているものの、その時間数や理由を確
　認していない状況が認められた。

労働基準監督署の指導
◆ 長時間にわたる違法な時間外・休日労働を行わせたこと
・３６協定で定めた上限時間を超えて時間外労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第３２条違反）
・労働基準法に定められた上限時間を超えて時間外・休日労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第３６条第６項違反）
・時間外・休日労働時間を１か月当たり８０時間以内とするための具体的方策を検討・実施するよ
　う指導
◆ 労働時間を適正に把握すること
・労働時間を適正に把握するための具体的方策を検討・実施することを指導・過去に遡って労働者
　に事実関係の聞き取りなど時間外・休日労働の実態調査を行い、調査の結果、差額の割増賃金
　の支払が必要になる場合は、追加で当該差額を支払うことを指導

是正の取組
◆ 社長がリーダーシップを発揮し、全社的に労働時間の適正な管理を徹底
・全社員が参加する創立記念式典の際に、社長から監督署の指導について共有
・時間外・休日労働の削減に向け、人事部署が全社員の労働時間を随時確認し、３６協定の上限時
　間（月７５時間）を超えるおそれがある場合は、管理者に時間外労働の中止を通告する運用を
　開始
・残業申請時間と ICカードの打刻に乖離がある労働者に対し、実態調査を実施。事前に申請した
　残業予定を超えた場合、超過分の残業申請がしづらい状況があったため、実績を正しく申請し、
　管理者は実績で確認することを改めて徹底。また、実態調査の結果、特定された労働時間に基
　づき、割増賃金の遡及払いを実施
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《監督指導において違法な長時間労働を認めた事例》
事例１（娯楽業）

立入調査で把握した事実
① スポーツ施設を運営する事業場（労働者約30人）に立入調査を実施した。
② 新規に施設の運営を開始したことによる業務繁忙と人手不足のため、正社員３人について、
　３６協定で定めた上限時間（特別条項：月８０時間）を超え、かつ労働基準法に定められた時
　間外･休日労働の上限（月１００時間未満、複数月平均８０時間以内）を超える、最長で１か月
　当たり259時間の違法な時間外・休日労働が認められた。

労働基準監督署の指導
◆ 長時間にわたる違法な時間外・休日労働を行わせたこと
・36協定で定めた上限時間を超えて時間外労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第32条違反）
・労働基準法に定められた上限時間を超えて時間外・休日労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第36条第6項違反）
・時間外・休日労働時間を１か月当たり80時間以内とするための具体的方策を検討・実施するよ
　う指導

長時間労働是正の取組
◆ 人員を拡充するとともに、衛生委員会による定期的な確認を実施
・管理者が部下の労働時間の状況を日々点検し、労働時間管理を徹底
・正社員が施設の営業時間中は利用者対応、営業時間外にその他の業務を行って長時間労働となっ
　ていたことから、運営体制を見直し、パートタイム労働者を大幅に増員。パート労働者が利用
　者対応をするために、新たにマニュアルを作成するなど正社員の負担を軽減
・衛生委員会を新たに設け、事業場内の長時間労働の状況について定期的に確認
　→ 取組の結果、時間外・休日労働時間数は最長でも月３０時間未満に減少

事例２（警備業）　
立入調査で把握した事実
① 警備業の事業場（労働者約４０人）において、警備職の労働者が、長時間労働が原因で精神障
　害を発症したとして労災請求がなされたため、立入調査を実施した。
② 当該労働者の勤務状況を確認したところ、同僚の退職や休職による人手不足のため、３６協定
　で定めた上限時間（月９０時間）を超え、かつ労働基準法に定められた時間外・休日労働（月
　１００時間未満、複数月平均８０時間以内）を超える、最長で１か月当たり１３１時間の違法
　な時間外・休日労働が認められた。

労働基準監督署の指導
◆ 長時間にわたる違法な時間外・休日労働を行わせたこと
・３６協定で定めた上限時間を超えて時間外労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第３２条違反）
・労働基準法に定められた上限時間を超えて時間外・休日労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第３６条第６項違反 )
・時間外・休日労働時間を１か月当たり８０時間以内とするための具体的方策を検討・実施するよ
　う指導

長時間労働是正の取組
◆ 体制の拡充と長期的な再発防止のための取組を実施
・経験豊富な社員を当該事業場に異動させたほか、定年退職した元社員を再雇用し、一人当たりの
　業務負担を軽減。さらに、組織の一部を統合し、事業所間での応援に要する手続や業務の重複
　を解消したことで、より柔軟な応援体制を構築・採用担当者を増やし、学校等への求人訪問や
　企業説明会の実施を拡充することにより、企業全体で社員数を増員
　→ 取組の結果、当該労働者の時間外・休日労働時間数は月４５時間未満に減少

事例３（卸売業）　
立入調査で把握した事実
① 卸売業の事業場（労働者約300人）に立入調査を実施した。
② 労働者１人について、３６協定で定めた上限時間（月７５時間）を超え、かつ労働基準法に定
　められた時間外・休日労働の上限（月１００時間未満、複数月平均８０時間以内）を超える、
　最長で１か月当たり１２７時間の違法な時間外・休日労働が認められた。

③ また、勤怠管理システム上の残業申請の時間と、出社・退社時に行う ICカードの打刻記録と
　の間に、長い者で１日当たり３時間程度の乖離が発生しているものの、その時間数や理由を確
　認していない状況が認められた。

労働基準監督署の指導
◆ 長時間にわたる違法な時間外・休日労働を行わせたこと
・３６協定で定めた上限時間を超えて時間外労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第３２条違反）
・労働基準法に定められた上限時間を超えて時間外・休日労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第３６条第６項違反）
・時間外・休日労働時間を１か月当たり８０時間以内とするための具体的方策を検討・実施するよ
　う指導
◆ 労働時間を適正に把握すること
・労働時間を適正に把握するための具体的方策を検討・実施することを指導・過去に遡って労働者
　に事実関係の聞き取りなど時間外・休日労働の実態調査を行い、調査の結果、差額の割増賃金
　の支払が必要になる場合は、追加で当該差額を支払うことを指導

是正の取組
◆ 社長がリーダーシップを発揮し、全社的に労働時間の適正な管理を徹底
・全社員が参加する創立記念式典の際に、社長から監督署の指導について共有
・時間外・休日労働の削減に向け、人事部署が全社員の労働時間を随時確認し、３６協定の上限時
　間（月７５時間）を超えるおそれがある場合は、管理者に時間外労働の中止を通告する運用を
　開始
・残業申請時間と ICカードの打刻に乖離がある労働者に対し、実態調査を実施。事前に申請した
　残業予定を超えた場合、超過分の残業申請がしづらい状況があったため、実績を正しく申請し、
　管理者は実績で確認することを改めて徹底。また、実態調査の結果、特定された労働時間に基
　づき、割増賃金の遡及払いを実施
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◇令和７年度地域別最低賃金額について◇
　東京地方最低賃金審議会は、東京都最低賃金額を現行より６３円引
き上げた時間額１,２２６円となるよう東京労働局長に答申しており、
特に異議申し立てがなければ令和７年１０月３日以降適用となる見込
みです。

《監督指導において違法な長時間労働を認めた事例》
事例１（娯楽業）

立入調査で把握した事実
① スポーツ施設を運営する事業場（労働者約30人）に立入調査を実施した。
② 新規に施設の運営を開始したことによる業務繁忙と人手不足のため、正社員３人について、
　３６協定で定めた上限時間（特別条項：月８０時間）を超え、かつ労働基準法に定められた時
　間外･休日労働の上限（月１００時間未満、複数月平均８０時間以内）を超える、最長で１か月
　当たり259時間の違法な時間外・休日労働が認められた。

労働基準監督署の指導
◆ 長時間にわたる違法な時間外・休日労働を行わせたこと
・36協定で定めた上限時間を超えて時間外労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第32条違反）
・労働基準法に定められた上限時間を超えて時間外・休日労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第36条第6項違反）
・時間外・休日労働時間を１か月当たり80時間以内とするための具体的方策を検討・実施するよ
　う指導

長時間労働是正の取組
◆ 人員を拡充するとともに、衛生委員会による定期的な確認を実施
・管理者が部下の労働時間の状況を日々点検し、労働時間管理を徹底
・正社員が施設の営業時間中は利用者対応、営業時間外にその他の業務を行って長時間労働となっ
　ていたことから、運営体制を見直し、パートタイム労働者を大幅に増員。パート労働者が利用
　者対応をするために、新たにマニュアルを作成するなど正社員の負担を軽減
・衛生委員会を新たに設け、事業場内の長時間労働の状況について定期的に確認
　→ 取組の結果、時間外・休日労働時間数は最長でも月３０時間未満に減少

事例２（警備業）　
立入調査で把握した事実
① 警備業の事業場（労働者約４０人）において、警備職の労働者が、長時間労働が原因で精神障
　害を発症したとして労災請求がなされたため、立入調査を実施した。
② 当該労働者の勤務状況を確認したところ、同僚の退職や休職による人手不足のため、３６協定
　で定めた上限時間（月９０時間）を超え、かつ労働基準法に定められた時間外・休日労働（月
　１００時間未満、複数月平均８０時間以内）を超える、最長で１か月当たり１３１時間の違法
　な時間外・休日労働が認められた。

労働基準監督署の指導
◆ 長時間にわたる違法な時間外・休日労働を行わせたこと
・３６協定で定めた上限時間を超えて時間外労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第３２条違反）
・労働基準法に定められた上限時間を超えて時間外・休日労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第３６条第６項違反 )
・時間外・休日労働時間を１か月当たり８０時間以内とするための具体的方策を検討・実施するよ
　う指導

長時間労働是正の取組
◆ 体制の拡充と長期的な再発防止のための取組を実施
・経験豊富な社員を当該事業場に異動させたほか、定年退職した元社員を再雇用し、一人当たりの
　業務負担を軽減。さらに、組織の一部を統合し、事業所間での応援に要する手続や業務の重複
　を解消したことで、より柔軟な応援体制を構築・採用担当者を増やし、学校等への求人訪問や
　企業説明会の実施を拡充することにより、企業全体で社員数を増員
　→ 取組の結果、当該労働者の時間外・休日労働時間数は月４５時間未満に減少

事例３（卸売業）　
立入調査で把握した事実
① 卸売業の事業場（労働者約300人）に立入調査を実施した。
② 労働者１人について、３６協定で定めた上限時間（月７５時間）を超え、かつ労働基準法に定
　められた時間外・休日労働の上限（月１００時間未満、複数月平均８０時間以内）を超える、
　最長で１か月当たり１２７時間の違法な時間外・休日労働が認められた。

③ また、勤怠管理システム上の残業申請の時間と、出社・退社時に行う ICカードの打刻記録と
　の間に、長い者で１日当たり３時間程度の乖離が発生しているものの、その時間数や理由を確
　認していない状況が認められた。

労働基準監督署の指導
◆ 長時間にわたる違法な時間外・休日労働を行わせたこと
・３６協定で定めた上限時間を超えて時間外労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第３２条違反）
・労働基準法に定められた上限時間を超えて時間外・休日労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第３６条第６項違反）
・時間外・休日労働時間を１か月当たり８０時間以内とするための具体的方策を検討・実施するよ
　う指導
◆ 労働時間を適正に把握すること
・労働時間を適正に把握するための具体的方策を検討・実施することを指導・過去に遡って労働者
　に事実関係の聞き取りなど時間外・休日労働の実態調査を行い、調査の結果、差額の割増賃金
　の支払が必要になる場合は、追加で当該差額を支払うことを指導

是正の取組
◆ 社長がリーダーシップを発揮し、全社的に労働時間の適正な管理を徹底
・全社員が参加する創立記念式典の際に、社長から監督署の指導について共有
・時間外・休日労働の削減に向け、人事部署が全社員の労働時間を随時確認し、３６協定の上限時
　間（月７５時間）を超えるおそれがある場合は、管理者に時間外労働の中止を通告する運用を
　開始
・残業申請時間と ICカードの打刻に乖離がある労働者に対し、実態調査を実施。事前に申請した
　残業予定を超えた場合、超過分の残業申請がしづらい状況があったため、実績を正しく申請し、
　管理者は実績で確認することを改めて徹底。また、実態調査の結果、特定された労働時間に基
　づき、割増賃金の遡及払いを実施

◆ 新規会員事業場のご案内 ( 令和７年 7 月 )  ◆

事業場名

株式会社　越後屋フードサービス

所在地

練馬区富士見台2-18-12

事業内容

委託調理業務



6

《監督指導において違法な長時間労働を認めた事例》
事例１（娯楽業）

立入調査で把握した事実
① スポーツ施設を運営する事業場（労働者約30人）に立入調査を実施した。
② 新規に施設の運営を開始したことによる業務繁忙と人手不足のため、正社員３人について、
　３６協定で定めた上限時間（特別条項：月８０時間）を超え、かつ労働基準法に定められた時
　間外･休日労働の上限（月１００時間未満、複数月平均８０時間以内）を超える、最長で１か月
　当たり259時間の違法な時間外・休日労働が認められた。

労働基準監督署の指導
◆ 長時間にわたる違法な時間外・休日労働を行わせたこと
・36協定で定めた上限時間を超えて時間外労働を行わせたことについて是正勧告
　（労働基準法第32条違反）
・労働基準法に定められた上限時間を超えて時間外・休日労働を行わせたことについて是正勧告
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事例２（警備業）　
立入調査で把握した事実
① 警備業の事業場（労働者約４０人）において、警備職の労働者が、長時間労働が原因で精神障
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　令和７年度全国労働衛生週間は１０月１日から１０月７日までを本週間(９月１日から９月３０
日までを準備期間)とし、取り組みを展開します。全国労働衛生週間の趣旨は以下のとおり示され
ておりますので、各事業場におかれましては、積極的な取り組みをお願いいたします。

令和７年度全国労働衛生週間実施要綱（抜粋)　
　＊　趣　旨
　全国労働衛生週間は、昭和２５年の第１回実施以来、今年で第７６回を迎えます。この間、全国
労働衛生週間は、国民の労働衛生に関する意識を高揚させ、事業場における自主的労働衛生管理活
動を通じた労働者の健康確保に大きな役割を果たしてきたところです。
　労働者の健康をめぐる状況については、高齢化の進行により、一般健康診断の有所見率が上昇を
続けているほか、何らかの疾病を抱えながら働いている労働者が増加するとともに、女性の就業率
が上昇し、働く女性の健康問題への対応も課題となっています。このほか、業務上疾病は引き続き
高い発生件数で推移しており、熱中症や腰痛など、気候変動、高齢化等の要因による業務上疾病の
発生が増加している傾向にあります。こうした労働環境を取り巻く変化に対応し、あらゆる労働者
が健康に働き続けるためには、職場における健康管理はもとより、女性の健康への対応、治療と仕
事の両立支援、高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境づくりの推進が重要です。
　他方、業務災害に係る過労死等事案の労災認定件数は、令和６年度には１,２９６件となってお
り、引き続き過労死等を防止するためには、働き方改革の推進と相まって、長時間労働による健康
障害の防止対策の推進が必要です。

　また、業務災害に係る過労死等事案の労災認定件数のうち、業務災害に係る精神障害による労災
認定件数は令和６年度には１,０５５件と過去最多となっており、職場におけるメンタルヘルス対
策の取組の一層の促進が必要となっています。
　特に、小規模事業場におけるメンタルヘルス対策を含めた労働者の健康確保や取組の推進が重要
であります。
　化学物質による健康障害防止については、国が行う化学品の危険性・有害性の分類（GHS分類）
の結果、危険性・有害性があると区分された全ての化学物質を対象として、事業者がリスクアセス
メントを実施し、その結果に基づき、ばく露防止措置を適切に実施する制度（自律的管理）が令和
６年度に全面的に施行されています。今後も対象となる化学物質の数は順次拡大し、幅広い業種で
対応が必要になることから、引き続き自律的管理の定着・推進に向けた取組が必要です。
　また、職業がんの労災補償の新規支給決定者は、石綿による中皮腫・肺がんを中心に年間約１,
０００人にも及ぶところ、石綿の製造・使用等が禁止される前に石綿含有建材を用いて建設された
建築物が今なお多数現存しています。その解体工事が２０３０年頃をピークとして、増加が見込ま
れる中、解体・改修前に義務付けられている石綿の有無に関する事前調査や石綿の発散防止措置が
適切に講じられていない事例が散見されたことを踏まえ、一定の建築物や工作物などの解体・改修
工事については、資格者による事前調査や、石綿事前調査結果報告システムを用いた報告の義務化
など、石綿によるばく露防止対策の強化を進めています。
　このような状況を踏まえ、第１４次労働災害防止計画（以下､「１４次防」という｡）において、
令和５年度より「自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発」や「労働者（中高年齢の女性
を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進」、「労働者の健康確保対策の推進」、
「化学物質等による健康障害防止対策の推進」等合計８つの重点を定め、労働災害防止対策を進め
ており、今年度で３年目を迎えます。
　これらに加え、令和７年５月に公布された労働安全衛生法等の改正法により、労働者数５０人未
満の小規模事業場に対してストレスチェックの実施が義務付けられました（施行日は公布後３年以
内に政令で定める日）。また、危険性・有害性情報の通知義務（SDSの交付等の義務）に罰則を設
けることや、個人ばく露測定を作業環境測定として位置づけ、作業環境測定士に実施させること等
も新たに規定されています。
　さらに、令和７年６月に公布された労働施策総合推進法の改正法により、治療と仕事の両立支援
のための必要な措置を講じることが事業主の努力義務とされました（施行日は令和８年４月１
日）。
　また、職場における熱中症による死亡者数が３年連続で３０人を超えている状況等を踏まえ、熱
中症による死亡災害の減少に向けて、熱中症のおそれがある作業者を早期に発見するための体制整
備、熱中症の重篤化を防止するための措置手順の作成、これらの体制や手順の関係作業者への周知
を内容として労働安全衛生規則を改正し、令和７年６月１日に施行されたところであります。
　こうした背景を踏まえ、今年度は、

「ワーク･ライフ･バランスに意識を向けて ストレスチェックで健康職場」
　をスローガンとして全国労働衛生週間を展開し、事業場における労働衛生意識の高揚を図るとと
もに、自主的な労働衛生管理活動の一層の促進を図ることとします。
　＊　期　間　
　１０月１日から１０月７日まで。（９月１日から９月３０日までを準備期間）　
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＊印：リーフレット同封
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　当協会主催講習会等についての内容、お申し込みは同封のご案内か当協会ホームページをご覧ください。
他地区協会との共催講習会の内容、お申し込みは当協会ホームページをご覧ください。
　なお、講習会等については中止となることもありますので、ホームページをご覧になるか、事務局までお尋
ねください。
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2025年（令和７年）4月～2026年(令和８年）３月講習会等実施計画（予定）

今後の主な日程

協会ホームページ　http://www.ikerokyo.or.jp/

講習会等申込書、入会申込書をダウンロードできます。　講習会等のご案内については、随時更新いたします。


